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全国統一指標・地域独自指標の目標達成に向けた取り組み
（「施工時期の平準化）に向けた取り組み）

建設業における休日確保に向けた取り組み

全国統一指標・地域独自指標の目標達成に向けた取り組み
（「施工時期の平準化）に向けた取り組み）

建設業における休日確保に向けた取り組み



「令和７年度 北陸ブロック発注者協議会（県部会）」 の開催

「令和８年度 北陸ブロック発注者協議会」 の開催令和８年６月４日

令和７年８月

「令和６年度 北陸ブロック発注者協議会（幹事会）」 の開催令和７年２月１７日

・ 新潟県部会 （令和７年８月７日 開催）
・ 富山県部会 （令和７年８月１９日 開催）
・ 石川県部会 （令和７年８月２２日 開催（書面））

「ワーキンググループ」の実施令和７年１０月

・ 新潟県ＷＧ （令和７年１０月２１日 開催）
・ 富山県ＷＧ （令和７年１０月２７日 開催）
・ 石川県ＷＧ （令和７年１０月３１日 開催）

「発注関係事務相談キャラバン」の実施令和７年１０～１１月

１０市町村を対象として訪問予定
・ 新潟県内 （令和７年１０～１１月 開催）
・ 富山県内 （令和７年１１月 開催）
・ 石川県内 （Ｒ７年度は、実施を見送り。Ｒ８年度に訪問予定。）

「令和７年度 北陸ブロック発注者協議会」 の開催令和７年５月２８日

北陸ブロック発注者協議会令和７年度のスケジュール
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「令和７年度 北陸ブロック発注者協議会（幹事会）」 の開催令和８年２月１８日



令和７年度 活動計画と活動結果（１）

①全国統一指標・地域独自指標の目標達成に向けた取り組み
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 発注関係事務相談キャラバン（２巡目）の実施
• ２巡目は、「施工時期の平準化」（「さしすせそ」の活用）の更なる推進を図ることを重点的に実施。
• 令和７年度は、概ね人口３万人未満の自治体を対象として訪問予定（継続）。

 発注見通し（統合版）の公表（継続）
• 【工事・業務】「公表基準日」を各月１５日、３０日に設定して公表（四半期ごとの当該月に各２回）。
• 【中長期】市町村への公表拡大。公表が可能な機関から段階的に実施。

活動計画

 発注関係事務相談キャラバン（２巡目）の実施（全８市町村）
• 新潟県：人口３万人未満の自治体を訪問（継続）
• 富山県：人口３万人未満の自治体を訪問（継続）
• 石川県：Ｒ７年度は、実施を見送り。Ｒ８年度に訪問予定。

 発注見通し（統合版）の公表（継続）
• 【工事・業務】「公表基準日」を各月１５日、３０日に設定して公表（四半期ごとの当該月に各２回）。
• 【中長期】全２２機関が参画（全８４機関の約２６％）（令和７年度１機関新規参画）

活動結果



令和７年度 活動計画と活動結果（２）

②建設業における休日確保に向けた取り組み
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 週休２日工事の浸透・定着
• 週休２日工事への取り組み状況は、新たに達成割合を全国統一指標・地域独自指標に追加

①発注件数割合（週休２日対象工事発注件数（公告等）/全発注工事件数（公告等）） （継続）
②達成割合（週休２日達成工事件数（完成）/全工事件数（完成））

• 「週休２日適正工期発注宣言」宣言機関：１００％を目標

 「統一的な現場閉所」（第８弾）による週休２日の促進
• 年間を通じて毎週土曜日・日曜日を対象（現場条件等から実施が困難な場合は「４週８休」を確保）。

活動計画

 週休２日工事の浸透・定着

• 週休２日工事の取り組み状況：
発注件数割合（週休２日対象工事件数/全工事件数）は、８８.７％（Ｒ７実績）

• 「週休２日適正工期発注宣言」宣言機関：１００％（８０/８０）（R8.3末時点）
• 「週休２日取組企業宣言」宣言企業：９７者（R8.5末時点）

 「統一的な現場閉所」（第８弾：毎週土曜日・日曜日の閉所）による週休２日の促進

• 「令和７年度 統一的な現場閉所チラシ」を年度当初に配布（既発注工事への周知含む）。

活動結果 令和６年４月 宣言制度を創設
「週休２日適正工期発注宣言」

「週休２日取組企業宣言」

ロゴマーク、ポスターを作成

Ｒ７実績
速報値



全国統一指標・地域独自指標の
目標達成に向けた取り組み
（全体的な位置付けと実態）



H26.6 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」公布・施行

「全国統一指標」の取り組みについて（これまでの経緯）

R１
H30

R６

R２

H27
H28
H29

R３

R1.6 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」公布・施行

R7
～
R11

R6.6 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」公布・施行

「全国統一指標」「地域独自指標」の見直し。基準値・目標値の設定。R7.4～
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Ｒ５

R４

指標項目 Ｒ１実績 Ｒ６実績

全
国
統
一
指
標

①地域平準化率（工事） 0.78 0.77

②週休２日対象工事の実施状況（工事） 0.23 1.00

③ダンピング対策（工事） 0.87 0.95

④第４四半期納期率（業務） 0.47 0.45

⑤ダンピング対策（業務） 0.97 0.96

地
域
独
自
指
標

①週休２日の取り組み（工事）
（取組機関割合） 0.32 1.00

（対象工事率） 0.59（R5実績） 0.81

②設計変更ガイドラインの策定・活用（工事） 0.80 1.00

③適切な履行期間の設定（業務） 0.86 1.00

指標項目 Ｈ２９実績 Ｒ１実績

全
国
統
一
指
標

①適正な予定価格の設定
・最新の積算基準 46％ 96％

・最新単価 98％ 99％

②設計変更ガイドラインの策定・活用 41％ 66％

③施工時期の平準化（件数） （平準化率０．８以上の機関数） 20％ 38％

第
一
次

第
二
次

第
三
次 各機関で取り組みを実施 （毎年調査を行い、結果をとりまとめて公表）



必ず実施すべき事項 実施に努める事項

発
注
準
備
段
階

①地域の実情等を踏まえた発注
競争参加資格や工区割り、発注ロット等を適切に設定
工事の内容等に応じた入札契約方式の選択

全
体

①情報通信技術を活用した生産性向上
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用
情報共有システム等の活用の推進

②予定価格の適正な設定
最新の積算基準・単価の適用
見積りを活用（標準積算と現場の施工実態の乖離が想定）

発
注
準
備

②「総合的に価値の最も高い資材等」の活用【新】
価格以外の要素も考慮
総合的に価値の高い資材、機械、工法等を採用

③歩切りの根絶
歩切りは、品確法（第７条第１項第１号）に違反、行わない。

施
工
段
階

③工事中の施工状況の確認
下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保

④適正な工期設定
週休２日、休日、準備期間等を考慮、施工上必要な日数を確保
余裕期間制度の活用

④週休２日の質の向上
土日を休日とする週休２日の確保

入
札
契
約
段
階

⑤施工時期の平準化
債務負担行為や繰越明許費の活用等
発注見通しの統合・公表、中長期的な工事の発注見通し

⑦受注者との情報共有、協議の迅速化
三者会議、ワンデーレスポンス、４点セットの活用

⑥低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用
予定価格は、原則として事後公表

完
成
後

⑥維持管理を広域的に行う連携体制の構築【新】
周辺の市町村や都道府県等との発注者間の連携
異なるインフラを管理する関係部署間の連携

施
工
段
階

⑦適切な設計変更
設計変更ガイドラインの活用
工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用

そ
の
他

⑦参加者確認型随意契約方式の活用【新】
当該地域において競争が存在しない状況が継続すると見込まれると
きは、参加者確認型随意契約方式を活用を考慮する

⑧スライド条項の設定等【新】
単品スライド、インフレスライド
基準の策定、スライド変更の実施

「発注関係事務の運用に関する指針（Ｒ７改正）」に基づく具体的な取り組み内容 （工事）
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 北陸管内の国、県、市町村、特殊法人等31機関で構成される「北陸ブロック発注者協議会」では、運用指針
（Ｒ７改正）に基づき、下記項目に取り組むこととしている。 ：「全国統一指標」対象取組項目 ：「地域独自指標」対象取組項目



必ず実施すべき事項 実施に努める事項

発
注
準
備
段
階

①地域の実情等を踏まえた発注
競争性の確保に留意しつつ、競争参加資格、業務内容等を設定
業務の発注にあたって適切な入札契約方式を選択

全
体

①ICTを活用した生産性向上
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用
情報共有システム等の活用の推進

②予定価格の適正な設定
市場における技術者単価及び資材・機材等の取引価格、履行の実態等を
的確に反映した積算
歩切りは、品確法（第７条第１項第１号）に違反、行わない。

発
注
準
備

②プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な活用
技術的に高度又は専門的な業務にはプロポーザル方式を活用
若手技術者、女性技術者などの活用を考慮

③適正な履行期間の設定
業務内容、規模、方法、地域の実情等を踏まえた履行期間の設定
必要に応じて準備期間、照査期間、週休２日、天候その他も考慮

履
行
段
階

③履行状況の確認
条件明示チェックシートの活用
スケジュール管理表の運用

④履行期間の平準化
計画的な発注や施工時期の平準化のための取り組みを実施
繰越明許費・債務負担行為の活用や入札公告の前倒し等

④受注者との情報共有、協議の迅速化
ウィークリースタンス、ワンデーレスポンス、合同現地踏査の実施
テレビ会議、ウェアラブルカメラ活用等のための環境整備

入
札
契
約

⑤低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等
低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用
予定価格は、原則として事後公表

そ
の
他

⑤参加者確認型随意契約方式の活用【新】
当該地域において競争が存在しない状況が継続すると見込まれるとき
は、参加者確認型随意契約方式を活用を考慮する

履
行
段
階

⑥適切な設計変更
設計図書の変更、契約額や履行期間の変更を適切に実施
履行期間が翌年度にわたることとなったときは、繰越明許費を活用

「発注関係事務の運用に関する指針（Ｒ７改正）」に基づく具体的な取り組み内容 （測量、調査及び設計）
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 北陸管内の国、県、市町村、特殊法人等31機関で構成される「北陸ブロック発注者協議会」では、運用指針
（Ｒ７改正）に基づき、下記項目に取り組むこととしている。 ：「全国統一指標」対象取組項目 ：「地域独自指標」対象取組項目



区
分

指標項目 指標内容 指標項目 指標内容

工
事

①地域平準化率
（施工時期の平準化）

（国等・県・政令市・市町村）

平準化率 （件数）
（４～６月期における公共工事の稼働状況）

①地域平準化率
（閑散期のボトムアップ・

繁忙期のピークカット）

（国等・県・政令市・市町村）

平準化率（閑散期のボトムアップ） （件数）
（４～６月期における公共工事の稼働状況）

平準化率（繁忙期のピークカット） （件数）
（１～３月期における公共工事の稼働状況）

②週休２日対象工事の
実施状況
（適正な工期設定）

（国等・県・政令市）

発注工事に対する
週休２日対象工事の設定割合

②週休２日の達成状況
（休日の確保）

（国等・県・政令市）

完成工事に対する
週休２日対象工事の達成割合

③低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況

（県・政令市・市町村）

発注工事に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

（県・政令市：２５０万円を超える工事）
（市町村：１３０万円を超える工事）

③低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況

（県・政令市・市町村）

発注工事に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

（県・政令市：400万円を超える工事）
（市町村：200万円を超える工事）

業
務

④第４四半期の納期設定
状況
（履行時期の平準化）

（国等・県・政令市）

発注業務の第４四半期履行期限設定割合

④第４四半期の納期設定
状況
（履行時期の平準化）

（国等・県・政令市）

発注業務の第４四半期履行期限設定割合

⑤低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況

（県・政令市）

発注業務に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

（調査対象：県・政令市）
（県・政令市：100万円を超える業務）
（市町村：50万円を超える業務）

⑤低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況

（県・政令市・市町村）

発注業務に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

（調査対象：県・政令市・市町村）
（県・政令市：200万円を超える業務）
（市町村：100万円を超える業務）

継 続

変 更

継 続

変 更

変 更

追 加

新・全国統一指標（R2～R6） 第三次・全国統一指標（R7～R11）

全国統一指標の指標項目・内容について（新旧対比）
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地域独自指標の指標項目・内容について（新旧対比）

区
分

指標項目 指標内容

工
事

①適正な工期設定
（週休２日の

取り組み機関）

（国等・県・政令市・市町村）

取組機関割合
週休２日対象工事の実施の有無

（R6実績：1.00）

発注件数割合（R6より取り組み開始）
発注工事に対する
週休２日対象工事の設定割合

工
事

②適切な設計変更
（設計変更
ガイドラインの活用）

（国等・県・政令市・市町村）

設計変更ガイドラインの活用の有無

（R6実績：1.00）

業
務

③適正な
履行期間の設定

（国等・県・政令市・市町村）

4週８休を反映した工期の設定
（工期算定ルールの作成）

（R6実績：1.00）

区
分

指標項目 指標内容

工
事

①週休２日の取組状況
（適正な工期設定）

（国等・県・政令市・市町村）

発注件数割合
発注工事に対する
週休２日対象工事の設定割合

工
事

②週休２日の達成状況
（休日の確保）

（国等・県・政令市・市町村）

達成件数割合
完成工事に対する
週休２日工事の達成割合

工
事

③スライド変更の実施
（単品スライド）

（国等・県・政令市・市町村）

スライド条項（単品スライド）の
・ 基準の策定状況
・ 変更実施状況

工
事

④スライド変更の実施
（インフレスライド）

（国等・県・政令市・市町村）

スライド条項（インフレスライド）の
・ 基準の策定状況
・ 変更実施状況

地域独自指標（R2～R6） 地域独自指標（R7～R11）

継 続

新 規

新 規

新 規
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終 了

終 了

終 了



第三次・全国統一指標の基準値（Ｒ６）と目標値（Ｒ１１）

区
分

指標項目
調査対象機関

○：対象
-：対象外

定義（算出方法） 指標分類
基準値（Ｒ６）

上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

目標値（Ｒ１１）
上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

工
事

①地域平準化率
（閑散期のボトムアップ・

繁忙期のピークカット）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

平準化率（閑散期のボトムアップ） （件数）
（４～６月期における公共工事の稼働状況）

【件数】閑散期のボトムアップ
ａ ： 平準化率 0.8以上
ｂ ： 平準化率 0.7～0.8
ｃ ： 平準化率 0.6～0.7
ｄ ： 平準化率 0.6未満

北陸ブロック：0.77 北陸ブロック：0.8以上

国等 ：0.90
新潟県域：0.77
富山県域：0.75
石川県域：0.71

新潟県域：0.8以上

富山県域：0.8以上

石川県域：0.8以上

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

平準化率（繁忙期のピークカット）（件数）
（１～３月期における公共工事の稼働状況）

※ 冬季（1～3月）の施工が物理的に困難な理由（積
雪等）がある場合、目標値は現状維持とする。

【件数】繁忙期のピークカット
ａ ： 平準化率 1.0以下
ｂ ： 平準化率 1.0～1.1
ｃ ： 平準化率 1.1～1.2
ｄ ： 平準化率 1.2を超える

北陸ブロック：0.96 北陸ブロック：1.0以下

国等 ：1.00
新潟県域：0.90
富山県域：0.96
石川県域：1.06

新潟県域：1.0以下

富山県域：1.0以下

石川県域：1.0以下

工
事

②週休２日の達成状況
（休日の確保）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市区町村

完成工事に対する週休２日対象工事の達成
割合

ａ ： 週休2日達成工事率 0.8以上
ｂ ： 週休2日達成工事率 0.7～0.8
ｃ ： 週休2日達成工事率 0.6～0.7
ｄ ： 週休2日達成工事率 0.6未満

北陸ブロック：0.95 北陸ブロック：1.00

国等 ：0.99
新潟県域：0.94
富山県域：0.96
石川県域：0.94

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

工
事

③低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況

－：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

発注工事に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定
割合

（県・政令市：400万円を超える工事）
（市町村：200万円を超える工事）

ａ ： 実施率 0.9以上
ｂ ： 実施率 0.8～0.9
ｃ ： 実施率 0.7～0.8
ｄ ： 実施率 0.7未満
e ： 未導入、未集計

北陸ブロック：0.95 北陸ブロック：1.00

新潟県域：0.93
富山県域：0.90
石川県域：1.00

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

業
務

④第４四半期の
納期設定状況
（履行時期の平準化）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市区町村

発注業務の第４四半期履行期限設定割合

ａ ： 第4四半期納期率 0.35以下
ｂ ： 第4四半期納期率 0.35～0.45
ｃ ： 第4四半期納期率 0.45～0.55
ｄ ： 第4四半期納期率 0.55を超える

北陸ブロック：0.46 北陸ブロック：0.35以下

国等 ：0.51
新潟県域：0.46
富山県域：0.43
石川県域：0.42

新潟県域：0.35以下

富山県域：0.35以下

石川県域：0.35以下

業
務

⑤低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況

－：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

発注業務に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定
割合

（県・政令市：200万円を超える業務）
（市町村：100万円を超える業務）

ａ ： 実施率 0.9以上
ｂ ： 実施率 0.8～0.9
ｃ ： 実施率 0.7～0.8
ｄ ： 実施率 0.7未満
e ： 未導入、未集計

北陸ブロック：0.88 北陸ブロック：1.00

新潟県域：0.9１
富山県域：0.79
石川県域：0.93

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00 9



区
分 指標項目（案）

調査
対象機関

○：対象 -：対象外

定義（算出方法） 指標分類
基準値（Ｒ６）

上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

実績値（Ｒ7）
上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

目標値（Ｒ１１）
上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

工
事

【継続】
①週休２日の取組状況

（適正な工期設定）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

週休２日対象工事の取組状況 ＝
週休２日発注件数 / 全発注工事件数

※ 250万円以上の工事を対象
※ 週休２日の実施に馴染まない工事を除く
※ 発注工事件数

【件数】
ａ ： 週休２日工事実施率 0.7以上
ｂ ： 週休２日工事実施率 0.5～0.7
ｃ ： 週休２日工事実施率 0.3～0.5
ｄ ： 週休２日工事実施率 0.3未満
ｅ ： 未実施

北陸ブロック：0.81 北陸ブロック：0.89 北陸ブロック：1.00

国等 ：0.99
新潟県域：0.61
富山県域：0.86
石川県域：0.95

国等 ：0.99
新潟県域：0.80
富山県域：0.88
石川県域：0.95

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

工
事

【新規】
②週休２日の達成状況

（休日の確保）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

週休２日工事の達成状況 ＝
達成工事件数 / 全完成工事件数

※ 250万円以上の工事を対象
※ 週休２日の実施に馴染まない工事を除く
※ 完成工事件数

【件数】
ａ ： 週休２日工事達成率 0.7以上
ｂ ： 週休２日工事達成率 0.5～0.7
ｃ ： 週休２日工事達成率 0.3～0.5
ｄ ： 週休２日工事達成率 0.3未満
ｅ ： 未実施

北陸ブロック：0.87 北陸ブロック：0.90 北陸ブロック：1.00

国等 ：0.99
新潟県域：0.77
富山県域：0.87
石川県域：0.94

国等 ：0.99
新潟県域：0.83
富山県域：0.93
石川県域：0.94

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

工
事

【新規】
③スライド変更の実施

（単品スライド）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

実施率（機関） ＝
実施機関数 / 全機関数

※ 数値は、「a」、「b」の割合
※ 運用基準策定の有無と変更契約実施の有無
※ 県の運用基準に準じている場合は、基準策定あり

ａ ： 基準策定済みで、変更契約実施
ｂ ： 基準策定済みだが、対象案件なし
ｃ ： 基準策定済みだが、変更契約未実施

（対象案件あり）
ｄ ： 基準未策定

北陸ブロック：0.93 北陸ブロック：0.96 北陸ブロック：1.00

国等 ：1.00
新潟県域：0.94
富山県域：0.88
石川県域：0.90

国等 ：1.00
新潟県域：0.97
富山県域：1.00
石川県域：0.90

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

工
事

【新規】
④スライド変更の実施

（インフレスライド）

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

実施率（機関） ＝
実施機関数 / 全機関数

※ 数値は、「a」、「b」の割合
※ 運用基準策定の有無と変更契約実施の有無
※ 県の運用基準に準じている場合は、基準策定あり

ａ ： 基準策定済みで、変更契約実施
ｂ ： 基準策定済みだが、対象案件なし
ｃ ： 基準策定済みだが、変更契約未実施

（対象案件あり）
ｄ ： 基準未策定

北陸ブロック：0.93 北陸ブロック：0.96 北陸ブロック：1.00

国等 ：1.00
新潟県域：0.94
富山県域：0.88
石川県域：0.90

国等 ：1.00
新潟県域：0.97
富山県域：1.00
石川県域：0.90

新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

北陸ブロック発注者協議会地域独自指標の基準値・実績値・目標値

※1 北陸ブロック発注者協議会アンケート：「発注関係事務の運用に関する指針」に基づく取り組み内容調査（各機関の実績と目標を年度末に調査）

地域独自指標（R7～R11） 週休２日工事・スライド変更 Ｒ７実績
速報値
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区
分

指標項目
（案）

調査対象
機関

○：対象-：対象外

定義（算出方法） 指標分類・調査項目
基準値（Ｒ７）

上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

目標値（Ｒ１１）
上段：地域ブロック単位※1

下段：県域単位※2

工
事

【新規（Ｒ８～）】
ダンピング対策の
取り組み状況

○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市区町村

導
入
状
況

低
入
札
価
格
調
査

ダンピング対策の実施率（機関） ＝
実施機関数 / 全機関数

※ 低入札価格調査制度の設定状況
※ 「低入札価格調査」「最低制限価格」のそれぞれで調査
※ どちらかの制度を導入している機関数の割合
※ 数値は、「a」、「b」、「c」、「d」の割合

（指標分類）
ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

北陸ブロック：0.96
新潟県域：0.90
富山県域：1.00
石川県域：1.00

※ 「低入札調査基準」「最低
制限価格」のどちらかの制
度を導入している機関数
の割合

北陸ブロック：1.00
新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

※ 「低入札調査基準」「最低
制限価格」のどちらかの制
度を導入している機関数
の割合

最
低
制
限
価
格

ダンピング対策の実施率（機関） ＝
実施機関数 / 全機関数

※ 最低制限価格制度の設定状況
※ 「低入札価格調査」「最低制限価格」のそれぞれで調査
※ どちらかの制度を導入している機関数の割合
※ 数値は、「a」、「b」、「c」、「d」の割合

（指標分類）
ａ：最新のモデルを適用
ｂ：最新のモデルに準じる独自モデルを適用
ｃ：最新以前のモデル、又は、それに準じた独自モデルを適用
ｄ：その他（ａ、ｂ、ｃ以外）のモデルを適用
ｅ：制度を未導入（検討中を含む）

設
定
割
合
（
件
数
調
査
）

低
入
札
価
格
調
査

ダンピング対策の実施状況 ＝
②設定件数 / ①対象件数

（指標分類）【件数】
ａ ： 実施率 0.9以上
ｂ ： 実施率 0.8～0.9
ｃ ： 実施率 0.7～0.8
ｄ ： 実施率 0.7未満
e ： 制度を未設定

（調査項目）
①低入札価格調査制度 対象件数
②低入札価格調査基準を設定した件数
③低入札価格調査を行った件数
④低入札価格調査を行い失格者が生じた件数

北陸ブロック：0.99
新潟県域：0.98
富山県域：0.99
石川県域：1.00

北陸ブロック：1.00
新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

最
低
制
限
価
格

ダンピング対策の実施状況 ＝
②設定件数 / ①対象件数

（指標分類）【件数】
ａ ： 実施率 0.9以上
ｂ ： 実施率 0.8～0.9
ｃ ： 実施率 0.7～0.8
ｄ ： 実施率 0.7未満
e ： 制度を未設定

（調査項目）
①最低制限価格制度 対象件数
②最低制限価格を設定した件数

北陸ブロック：0.99
新潟県域：0.99
富山県域：0.96
石川県域：1.00

北陸ブロック：1.00
新潟県域：1.00
富山県域：1.00
石川県域：1.00

制度上対象外 （指標分類） なし
（調査項目）

① 金額等により、制度上対象外の件数
- -

北陸ブロック発注者協議会地域独自指標（追加）の目標値（Ｒ１１）の算出方法と指標分類 （案）

11※1 北陸ブロック発注者協議会アンケート：「発注関係事務の運用に関する指針」に基づく取り組み内容調査（各機関の実績と目標を年度末に調査）

制度の導入

地域独自指標（追加）（R８～R11） ダンピング対策

対策の実施

Ｒ７実績
速報値



全国統一指標・地域独自指標の
目標達成に向けた取り組み

（「施工時期の平準化」に向けた取り組み）



相談キャラバン ２巡目開始

「施工時期の平準化」へ向けた取り組み（発注関係事務相談キャラバン）

相談キャラバン １巡目
H29：20市町村
H30：22市町村
R01：22市町村

平準化ヒアリングの実施

 「運用指針に基づく取り組み」の実施状況の確認。
個別問い合わせ内容に対する具体案の提示。
事前質問に対する回答及び対応策の提示。

H29
～

R1

R2
1～2月

R2
R3
R4
R5
R6

１巡目

 ２巡目は、「施工時期の平準化」の更なる推進を重点的に実施。
 現状の取組・課題を把握し、推進に向けた具体例等を提示。
 １巡目と同様に「運用指針に基づく取組」の実施状況の確認、

個別問い合わせ内容、事前質問に対する回答及び対応策の提
示も実施。

 公共工事の発注関係事務である入札契約、設計積算、監督検査等一連のプロセスにおいて市町
村が抱える悩みや疑問を直接相談できるよう北陸地方整備局職員及び県職員が管内を訪問。

発注関係事務相談キャラバン（H29～）

 R2.1～2月 平準化ヒアリングの実施
（長岡市、上越市、富山市、金沢市の４市）

施工時期の平準化について
取り組み事項等を聴取

 Ｒ２年度：概ね人口１０万人以上を対象（三条市、射水市、小松市、白山市）。
 Ｒ３年度：概ね人口５～１０万人を対象（新発田市、柏崎市、燕市、村上市、高岡市、南砺市、加賀市、七尾市）
 Ｒ４年度：概ね人口５～１０万人を対象（十日町市、五泉市、佐渡市、南魚沼市、氷見市、砺波市、能美市、野々市市）
 Ｒ５年度：概ね人口３～５万人を対象（妙高市、阿賀野市、魚津市、滑川市、黒部市、小矢部市、入善町、かほく市、内灘町）
 Ｒ６年度：概ね人口３万人未満を対象（小千谷市、見附市、糸魚川市、魚沼市、胎内市、聖籠町、立山町、川北町、津幡町）

R1.6
品確法
改正

R2.1
運用指針

改正

２巡目

R7
11月

 令和７年度：概ね人口３万人未満の自治体を訪問（継続）。
 新潟県 ： 加茂市、田上町、阿賀町、湯沢町、津南町、関川村
 富山県 ： 上市町、朝日町
 石川県 ： 羽咋市、志賀町のＲ７年度実施は見送り。Ｒ８年度に訪問予定。 12



 「施工時期の平準化」に向けた取り組み状況を確認
• キャラバン２巡目は、「施工時期の平準化」の更なる推進を重点的に実施。現状の取り組み・課題を把握し、推進に向けた具体例等を提示。
• １巡目と同様に「運用指針に基づく取り組み」の実施状況の確認、個別問い合わせ内容、事前質問に対する回答及び対応策の提示も実施。

 令和７年度は、全て直接訪問で実施。
 全会場で整備局の建政部職員が同席。「入札契約適正化に向けて特に取り組みが必要な事項」の説明を行うとともに改善に向けた具体例を提示。
 地域の実態把握、連携強化を図るため、新潟県内では、県の地域振興局の職員が同席。

令和７年度 発注関係事務相談キャラバン

 ～令和６年度 訪問市町村

 令和７年度 発注関係事務相談キャラバン

13

 発注工事件数は、人口の多い市町村ほど多い傾向にあるため、平準化の取り組みの効果が見込まれる人口の多
い市町村から訪問を開始。
 Ｒ１～２年度：概ね人口１０万人以上を対象（Ｒ１：長岡市、上越市、富山市、金沢市）（Ｒ２：三条市、射水市、小松市、白山市）。
 Ｒ３年度：概ね人口５～１０万人を対象（新発田市、柏崎市、燕市、村上市、高岡市、南砺市、加賀市、七尾市）
 Ｒ４年度：概ね人口５～１０万人を対象（十日町市、五泉市、佐渡市、南魚沼市、氷見市、砺波市、能美市、野々市市）
 Ｒ５年度：概ね人口３～５万人を対象（妙高市、阿賀野市、魚津市、滑川市、黒部市、小矢部市、入善町、かほく市、内灘町）
 Ｒ６年度：概ね人口３万人未満を対象（小千谷市、見附市、糸魚川市、魚沼市、胎内市、聖籠町、立山町、川北町、津幡町）

加茂市 関川村 津南町 朝日町

 令和７年度キャラバンでの取り組み

 新潟県：加茂市、田上町、阿賀町、湯沢町、津南町、関川村（概ね人口３万人未満の自治体を訪問（継続））

 富山県：上市町、朝日町（概ね人口３万人未満の自治体を訪問（継続））

 石川県：羽咋市、志賀町のＲ７年度実施は見送り。Ｒ８年度に訪問予定。



（さ）債務負担行為の活用
• 債務負担行為は案件ごとに適宜対応している（関川村）
• 今後拡大できないか検討を進める（加茂市）

（し）柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）
• 余裕期間を設けた工期の設定を推進する（阿賀町）

（す）速やかな繰越手続
• 繰越事由のある場合、年度末ではなく年内の手続きを実施（加茂市）（湯沢町）
• 年度末議会において繰越手続きを実施（阿賀町）

（せ）積算の前倒し
• 発注前年度に設計・積算を完了させ、年度当初に発注（全自治体）

（そ）早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表）
• 班内で年度当初の発注目標を設定し、早期発注に努めている（上市町）
• 執行予定（四半期単位）を設定し、発注見通しに記載して公開している（朝日町）

 柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用） ※ 事務局からの提案
• 国、県では、不調不落対策の一つとして活用
• 市町村でも、集中して工事発注を行う際に、余裕期間制度を活用することで、技術者の配置が円滑に行われ、不調不落の対策にもなる。

 業界からの要望事項
• 施工時期の平準化、早期発注等の要望あり（加茂市）（阿賀町）

令和７年度 発注関係事務相談キャラバン 実施結果

 平準化の取り組み「さしすせそ」の実施について

 課題・問題点等
• 会計年度独立の認識

（債務負担、繰越し手続きへの妨げ）
• 補助金、交付金の決定時期の遅れ

（決定が遅く早期発注が困難）
• 施工時期が限定される工事の調整

（降雪、農耕期間、学校関係等）
• 発注担当課の技術職員不足

（年度末に業務が集中。早期発注が困難。）

 その他（柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）、業界からの要望事項等）

 各自治体において平準化の取り組み「さしすせそ」は地域の実情に応じて実施していることを確認。
 平準化をさらに進めて行くため、実施結果の分析、今後の取り組みの検討を提案。
 施工時期の平準化は、年間を通じて工事の稼働が平均化すること、閑散期（4～6月）の現場稼働を増加させることが目的。
 早期発注への取り組み（積算の前倒し、債務負担行為の活用等）、年度末に集中する工期の分散（速やかな繰越手続等）、計画的な工事

発注（早期執行のための目標設定）、余裕工期制度の活用など、どの取り組み、組合せで平準化につながるのか検討することが必要。

 まとめ及び今後の取り組み

14



【参考】各機関の平準化率の３カ年推移（Ｒ４・Ｒ５・Ｒ６）【件数】
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※ 平準化率：4-6月平均/当年度月平均
※ 集計対象は、契約金額が税込500万円以上の案件
※ コリンズ登録データ（JACIC作成データ（2025/4/16時点））を基に作成

平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（国・特殊法人等）

平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（新潟県（県+30市町村））
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平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（新潟県（県+30市町村））Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ ※：CORINS登録未適用

基準値（R01）：新潟県域0.80

目標値（R06）：新潟県域0.80

実績値（R06）：新潟県域0.77
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平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（国・特殊法人等）Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
基準値（R01）：国等0.84

目標値（R06）：北陸ブロック0.80

実績値（R06）：国等0.91



【参考】各機関の平準化率の３カ年推移（Ｒ４・Ｒ５・Ｒ６）【件数】
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平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（富山県（県+15市町村））

平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（石川県（県+19市町））

※ 平準化率：4-6月平均/当年度月平均
※ 集計対象は、契約金額が税込500万円以上の案件
※ コリンズ登録データ（JACIC作成データ（2025/4/16時点））を基に作成
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平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（富山県（県+15市町村））Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

基準値（R01）：富山県域0.73

目標値（R06）：富山県域0.80

実績値（R06）：富山県域0.75
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平準化率【件数（4-6月平均/当年度月平均）】（石川県（県+19市町））Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
基準値（R01）：石川県域0.75

目標値（R06）：石川県域0.80

実績値（R06）：石川県域0.71



北陸ブロック発注者協議会北陸ブロック発注者協議会における発注見通し統合の経緯

H28.12 「発注見通しの統合」試行開始（工事）H28

H31.04 H31.04 管内全６４市町村が参画（工事）

発注見通し統合の経緯

（工事）Ｒ８.６現在 ８４機関

R3.10 R03.10 業務委託（測量、調査及び設計）の発注見通し統合の公表

R03.10 中長期的な発注見通し統合の公表（整備局公表）

R03.12 中長期的な発注見通し統合の公表（北陸３県公表追加）

R4～

R3.12

 中長期的な発注見通し → 参画機関の拡大（市町村への公表拡大。公表可能な機関から段階的に実施）
 業務委託の発注見通し → 参画機関の拡大（公表可能な機関から段階的に実施）
 工事及び業務委託 → 「公表基準日」を各月１５日、３０日に設定して公表（継続）。

→ 発注見通し統合版（Excel版）を公表し利用促進（継続）。

令和７年度 取り組み内容
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R04.03 中長期的な発注見通し統合の公表（政令市公表追加）

R04～ 参画機関の拡大（データ提供可能な機関より順次公表）

令和７年度 現在（全８４機関参画）
業務委託：８１機関（全体の９６％）、 中長期：２２機関（全体の２６％）



令和７年度「発注見通しの公表 統合版」

工事、業務委託（測量、調査及び設計）の発注見通し
更新時期：１回/四半期（「公表基準日」は各月１５日、３０日）
対象機関：国、県、政令市、市町村

中長期的な発注見通し
更新時期：１回/年（第２四半期） ※ 第２四半期を基本とするが、各発注機関の公表時期に合わせて更新

新規参画：統合版公表のタイミング（四半期毎）でいつでも参画可能
対象機関：国、県、政令市、市町村 （データ提供可能な機関より順次公表。）

業務委託

工 事

令和７年度 発注見通し公表スケジュール

中長期的な見通し

4/15、5/1、5/19 7/15、8/1、8/28 10/15、10/31、11/20 1/21、1/30

4/15、5/1、5/19 7/15、8/1、8/28 10/15、10/31、11/20 1/21、1/30

7/15、8/1、8/28

第２四半期第１四半期 第３四半期 第４四半期
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4/15、5/1、6/4 10/15 1/21、1/30

 参画機関の増加（業務委託、中長期）（データ提供可能な機関より順次公表）

• 参画時期は、統合版公表のタイミング（四半期毎）でいつでも可能

 「工事」、「業務委託」の発注見通し統合版（Excel版）の利用促進（継続）

R7.4
津幡町

新規参画統合版ＨＰの利用促進



建設業における休日確保に向けた取り組み
（週休２日の取り組み・統一的な現場閉所）
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令和７年度 週休２日工事の取り組み状況

週休２日対象工事 発注件数割合 ＝
全発注工事件数（公告等）

週休２日対象工事件数（公告等）

●週休２日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交替制を問わずに4週8休
以上の確保を促進するための工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。

●対 象 ：対象期間中に公告等の発注手続きを行った全ての工事の件数。
●対象期間 ：当該年度（4月1日～3月31日）とする。

令和６年度より、地域独自指標に追加
各機関の発注件数割合

実施工事

未実施工事

 週休２日工事

19Ｒ６実績：８０.６％

令和７年度 調査結果令和６年度 調査結果

Ｒ７実績：８８.７％

R7実績
速報値
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北陸ブロック発注者協議会令和７年度 週休２日工事の取り組み状況 新潟県

Ｒ７週休２日対象工事の発注件数割合

20※ 北陸ブロック発注者協議会調べ（令和７年度実績（R8.4調査））

R7実績
速報値

週休２⽇
対象⼯事で
発注した件数

250万円以上
の発注⼯事

※
週休２⽇の実施
に馴染まない
⼯事は含まない

週休２⽇
対象⼯事で
発注した件数

/
250万円以上
の発注⼯事

  実施率
 ａ：0.7以上
 ｂ：0.5〜0.7
 ｃ：0.3〜0.5
 ｄ：0.3未満
 ｅ：未実施

新潟県 1,320 1,320 1.000 a
新潟県新潟市 679 688 0.987 a
新潟県⻑岡市 357 382 0.935 a
新潟県三条市 181 181 1.000 a
新潟県柏崎市 159 197 0.807 a
新潟県新発⽥市 172 172 1.000 a
新潟県⼩千⾕市 38 124 0.306 c
新潟県加茂市 15 23 0.652 b
新潟県⼗⽇町市 99 151 0.656 b
新潟県⾒附市 51 59 0.864 a
新潟県村上市 78 128 0.609 b
新潟県燕市 159 159 1.000 a
新潟県⽷⿂川市 0 165 0.000 e
新潟県妙⾼市 54 80 0.675 b
新潟県五泉市 57 57 1.000 a
新潟県上越市 190 196 0.969 a
新潟県阿賀野市 44 58 0.759 a
新潟県佐渡市 175 248 0.706 a
新潟県⿂沼市 81 174 0.466 c
新潟県南⿂沼市 33 135 0.244 d
新潟県胎内市 20 86 0.233 d
新潟県北蒲原郡聖籠町 6 6 1.000 a
新潟県⻄蒲原郡弥彦村 23 28 0.821 a
新潟県南蒲原郡⽥上町 0 29 0.000 e
新潟県東蒲原郡阿賀町 60 60 1.000 a
新潟県三島郡出雲崎町 8 37 0.216 d
新潟県南⿂沼郡湯沢町 14 64 0.219 d
新潟県中⿂沼郡津南町 4 39 0.103 d
新潟県刈⽻郡刈⽻村 0 23 0.000 e
新潟県岩船郡関川村 6 32 0.188 d
新潟県岩船郡粟島浦村 3 9 0.333 c

機関名

令和７年度実施率（R8.4調査）



北陸ブロック発注者協議会令和７年度 週休２日工事の取り組み状況 富山県
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Ｒ７週休２日対象工事の発注件数割合

※ 北陸ブロック発注者協議会調べ（令和７年度実績（R8.4調査））

R7実績
速報値

週休２⽇
対象⼯事で
発注した件数

250万円以上
の発注⼯事

※
週休２⽇の実施
に馴染まない
⼯事は含まない

週休２⽇
対象⼯事で
発注した件数

/
250万円以上
の発注⼯事

  実施率
 ａ：0.7以上
 ｂ：0.5〜0.7
 ｃ：0.3〜0.5
 ｄ：0.3未満
 ｅ：未実施

富⼭県 1,166 1,246 0.936 a
富⼭県富⼭市 423 592 0.715 a
富⼭県⾼岡市 242 242 1.000 a
富⼭県⿂津市 71 71 1.000 a
富⼭県氷⾒市 70 159 0.440 c
富⼭県滑川市 51 68 0.750 a
富⼭県⿊部市 99 99 1.000 a
富⼭県砺波市 61 61 1.000 a
富⼭県⼩⽮部市 89 107 0.832 a
富⼭県南砺市 273 273 1.000 a
富⼭県射⽔市 133 133 1.000 a
富⼭県中新川郡⾈橋村 7 7 1.000 a
富⼭県中新川郡上市町 94 95 0.989 a
富⼭県中新川郡⽴⼭町 47 47 1.000 a
富⼭県下新川郡⼊善町 38 38 1.000 a
富⼭県下新川郡朝⽇町 16 18 0.889 a

機関名

令和７年度実施率（R8.4調査）



北陸ブロック発注者協議会令和７年度週休２日工事の取り組み状況 石川県
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Ｒ７週休２日対象工事の発注件数割合

R7実績
速報値

※ 北陸ブロック発注者協議会調べ（令和７年度実績（R8.4調査））

週休２⽇
対象⼯事で
発注した件数

250万円以上
の発注⼯事

※
週休２⽇の実施
に馴染まない
⼯事は含まない

週休２⽇
対象⼯事で
発注した件数

/
250万円以上
の発注⼯事

  実施率
 ａ：0.7以上
 ｂ：0.5〜0.7
 ｃ：0.3〜0.5
 ｄ：0.3未満
 ｅ：未実施

⽯川県 2,095 2,095 1.000 a
⽯川県⾦沢市 764 764 1.000 a
⽯川県七尾市 224 229 0.978 a
⽯川県⼩松市 252 252 1.000 a
⽯川県輪島市 279 284 0.982 a
⽯川県珠洲市 39 99 0.394 c
⽯川県加賀市 169 169 1.000 a
⽯川県⽻咋市 138 138 1.000 a
⽯川県かほく市 112 137 0.818 a
⽯川県⽩⼭市 381 381 1.000 a
⽯川県能美市 111 122 0.910 a
⽯川県野々市市 102 102 1.000 a
⽯川県能美郡川北町 15 15 1.000 a
⽯川県河北郡津幡町 29 89 0.326 c
⽯川県河北郡内灘町 0 35 0.000 e
⽯川県⽻咋郡志賀町 155 155 1.000 a
⽯川県⽻咋郡宝達志⽔町 37 37 1.000 a
⽯川県⿅島郡中能登町 32 98 0.327 c
⽯川県鳳珠郡⽳⽔町 123 123 1.000 a
⽯川県鳳珠郡能登町 154 154 1.000 a

機関名

令和７年度実施率（R8.4調査）



令和７年度 統一的な現場閉所チラシ

庁舎にチラシ・ポスターを掲示し、民間工事への周知を図る

令和７年度
統一的な現場閉所の取り組みを提案

（毎週土曜日・日曜日の閉所）

協議会各委員に周知（ポスターの配布）
新潟県・富山県・石川県を
通じて各市町村に周知

各
機
関
で
取
り
組
み

R7.2.17
Ｒ６幹事会

R7.3中旬

令和７年度 上半期
実施状況調査

R7.10頃

各機関での取り組み
内容の確認（上半期分）

R8.2.18
Ｒ７幹事会

令和７年度 年間
実施状況調査

R8.3末
依頼

各機関での取り組み
内容の確認（令和7年度）

R8.6.4
Ｒ８協議会

令和6年度

令和7年度

令和8年度
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既発注工事への周知を含め、
令和７年度当初より

ポスターを掲示



「週休２日適正工期発注宣言」「週休２日取組企業宣言」 （令和６年４月～）

令和６年４月に「週休２日適正工期発注宣
言」「週休２日取組企業宣言」 の宣言制度
を創設。

建設業界における「働き方改革」、「週休２
日の確保」の推進を図ることを目的。

受発注者双方で取り組みを『宣言』し、市
町村工事も含め週休２日工事の拡大を図
る。

24発注者用ポスター

発注者用ロゴマーク

受注者（企業）用 ポスター

受注者（企業）用 ロゴマーク

「週休２日適正工期発注宣言」
発注者が「週休２日」を確保できる“適正な工期設定”
を行い発注していることを『宣言』

「週休２日取組企業宣言」
企業として、従業員が「週休２日」を取得でき、働きや
すい職場環境の整備に取り組んでいることを『宣言』

下記のいずれか（もしくは、両方）をもって『宣言』
①ポスターを執務室等に掲示

（企業宣言は、会社、現場事務所等に掲示）
②ホームページで宣言した旨を公表



北陸ブロック発注者協議会「週休２日適正工期発注宣言」宣言機関（令和８年３月末時点）

25

宣言あり

宣言なし

国・県・法人
機関名

国

国土交通省 北陸地方整備局

国土交通省 北陸信越運輸局

海上保安庁 第九管区海上保安本部

農林水産省 北陸農政局

林野庁 関東森林管理局

財務省 北陸財務局

国税庁 金沢国税局

環境省 信越自然環境事務所

国土交通省 東京航空局

国土交通省 大阪航空局

県

新潟県

富山県

石川県

法
人

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 北陸新幹線建設局

東日本高速道路(株)

中日本高速道路(株)

16/16 （100％）

全機関（R8.3末時点）

80/80（100％）
令和７年度目標
宣言機関：１００％

県内市町村

新潟県 30/30 100 %

富山県 15/15 100 %

石川県 19/19 100 %

全体 64/64 100 %
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R6 R7 R8

「週休２日取組企業宣言」宣言企業（令和８年５月末時点）
番号 商号又は名称 本店所在地 宣言年月

※

61 大栄建設株式会社 富山県高岡市中川栄町３－１

62 株式会社北越トラスト 新潟県小千谷市大字上片貝７６－１

63 株式会社馬場工務店 新潟県新発田市浦９０１ 令和７年１月

64 朝野工業株式会社 富山県魚津市本新町２７－５

65 加賀建設株式会社 石川県金沢市金石西１－２－１０

66 株式会社東城 富山県魚津市六郎丸２９３５

67 東工業株式会社 新潟県新潟市中央区関屋金鉢山町５３

68 横山建設株式会社 新潟県五泉市太田１－１２－７

69 株式会社小野組 新潟県胎内市西栄町２番２３号

70 株式会社今村組 富山県小矢部市石名田２００－１

71 株式会社大島組 新潟県上越市石橋１－８－３３

72 株式会社林土木 富山県富山市桜町２－３－３

73 日本海建設株式会社 石川県金沢市神田１－３－１０

74 丸善建設株式会社 石川県金沢市粟崎町５－１７６－３

75 株式会社皆川組 新潟県新潟市北区名目所２－１５０４

76 株式会社クリオ 石川県金沢市粟崎町５－１７６－３

77 株式会社府録組 富山県小矢部市津沢６４２

78 高尾建設株式会社 富山県富山市本宮１０７３

79 株式会社高田組 富山県富山市宝町１－１－７

80 株式会社大石組 新潟県長岡市南町２－４－４

81 株式会社風組 石川県白山市白峰ハ１５－１

82 大宗建設工業株式会社 新潟県新潟市秋葉区川口５７８－１４

83 株式会社北都組 石川県金沢市泉本町５－８８

84 株式会社ＮＩＰＰＯ 東京都中央区京橋１－１９－１１

85 邦和建設株式会社 石川県金沢市福増町北２０４－１０

86 金剛建設株式会社 石川県金沢市大野町４－レ４０－１７２

87 株式会社多田組 新潟県長岡市平２－１－１５

88 株式会社笠原建設 新潟県糸魚川市能生１１５５－６

89 株式会社高舘組 新潟県上越市西本町２－１－５

90 株式会社野手組 富山県小矢部市和沢４８４

91 五洋建設株式会社 東京都文京区後楽２－２－８

92 寺井建設株式会社 石川県羽咋郡志賀町富来領家町子－１６

93 朝日建設株式会社 富山県富山市安住町７－１２

94 丸高工業株式会社 新潟県新潟市東区山木戸８－１－１３ 令和７年１２月

95 株式会社AllTech. 新潟県新潟市東区新松崎３－２０－２＋Ｇメゾン３号 令和８年１月

96 鈴木建設株式会社 石川県金沢市清川町５－３ 令和８年２月

97 北栄建設株式会社 新潟県新潟市中央区美咲町１－２３－５１ 令和８年４月

令和７年１１月

令和７年１０月

令和７年９月

令和６年１２月

令和７年７月

令和７年８月

令和７年３月

令和７年４月

令和７年５月

令和７年６月

※ 宣言年月は事務局へ宣言の報告を頂いた年月を記載しています。
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番号 商号又は名称 本店所在地 宣言年月
※

1 共和土木株式会社 富山県黒部市荒俣１６００

2 株式会社鈴木組 新潟県村上市平林９７－１

3 株式会社グリーンシグマ 新潟県新潟市西区坂井７００－１

4 株式会社近藤組 新潟県佐渡市相川大間町４５

5 石川建設工業株式会社 石川県金沢市桂町ホ８５

6 東亜道路工業株式会社 東京都港区六本木７－３－７

7 株式会社小林組 新潟県阿賀野市曽郷３０２

8 株式会社佐藤渡辺 東京都港区南麻布１－１８－４

9 株式会社明翫組 石川県金沢市泉野町６－１５－１５

10 大成ロテック株式会社 東京都新宿区西新宿８－１７－１

11 株式会社曙建設 新潟県長岡市干場２－１７－９

12 福田道路株式会社 新潟県新潟市中央区川岸町１－５３－１

13 北陸パブリックメンテナンス株式会社 新潟県新潟市江南区横越上町４－１０－７

14 世紀東急工業株式会社 東京都港区芝公園２－９－３

15 株式会社飯作組 富山県下新川郡入善町五十里２５０

16 桜井建設株式会社 富山県黒部市新町１

17 道路技術サービス株式会社 富山県射水市橋下条５２７

18 株式会社レックス 新潟県新潟市中央区南長潟１２－１０

19 株式会社帆苅組 新潟県阿賀野市保田１１１１

20 株式会社中越興業 新潟県長岡市喜多町１０７８－１

21 株式会社新興 富山県黒部市若栗３０２－１

22 真柄建設株式会社 石川県金沢市彦三町１－１３－４３

23 大河津建設株式会社 新潟県燕市分水あけぼの１－１－７２

24 株式会社伊藤組 新潟県新発田市島潟１２７３－１

25 丸運建設株式会社 新潟県新潟市中央区幸西１－４－２１

26 大高建設株式会社 富山県黒部市宇奈月温泉６３３－１

27 黒鳥建設株式会社 新潟県新潟市西区黒鳥３７４７－３

28 酒井工業株式会社 石川県金沢市東力町ニ１７０

29 株式会社西方組 新潟県新潟市西区坂井１－１９－３４

30 株式会社巴山組 新潟県東蒲原郡阿賀町九島１２７０

31 北本建設株式会社 新潟県新潟市秋葉区中沢町１０－４２

32 株式会社原組 新潟県新潟市江南区割野２８８３－１

33 安達建設株式会社 富山県南砺市野田４２５－７

34 丸高工業株式会社 新潟県新潟市東区山木戸８－１－１３

35 創和ジャステック建設株式会社 新潟県糸魚川市大町１－５－２９

36 株式会社のとさく 石川県珠洲市上戸町北方い部３１－１

37 株式会社廣瀬 新潟県新潟市西区善久８２３

38 株式会社河合組 石川県野々市市押野４－２２２

39 日本サミコン株式会社 新潟県新潟市中央区弁天橋通１－８－２３

40 株式会社水倉組 新潟県新潟市西蒲区巻甲５４８０

41 丸建道路株式会社 石川県金沢市小坂町西７５

42 株式会社谷村建設 新潟県糸魚川市寺町１－６－３５

43 山隆リコム株式会社 新潟県五泉市三本木２－１－１４

44 株式会社興和 新潟県新潟市中央区新光町６－１

45 株式会社福田組 新潟県新潟市中央区一番堀通町３－１０

46 株式会社トーホー 新潟県新潟市西区黒鳥１４５０

47 株式会社日伸設備 新潟県新潟市江南区曽川甲３８０－１８

48 廣川建設工業株式会社 富山県下新川郡入善町古黒部３１２４

49 株式会社吉田建設 新潟県新潟市西蒲区赤鏥１３０７－１

50 株式会社植木組 新潟県柏崎市駅前１－５－４５

51 株式会社大野建設 新潟県新潟市秋葉区新津４５３４－２

52 株式会社田中組 新潟県新潟市中央区上大川前通三番町２５－７

53 豊和建設株式会社 新潟県新潟市中央区一番堀通町５９３８－３０

54 小柳建設株式会社 新潟県三条市東三条１－２１－５

55 株式会社星野組 新潟県長岡市沢田２－１１－５

56 株式会社氏田組 新潟県燕市分水あけぼの１－１－７２

57 朝日舗道株式会社 新潟県村上市上助渕９１９－４

58 株式会社森下組 新潟県南魚沼郡湯沢町大字神立１３０

59 株式会社坂詰組 新潟県阿賀野市保田４１７７－１

60 株式会社本間組 新潟県新潟市中央区西湊町通三ノ町３３００－３
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